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News Release 

2015年 7月 1日 

株式会社ジュピターテレコム 

 

 

組織改正と人事異動のお知らせ 
 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：牧 俊夫）は7月1日付で組

織改正及び人事異動を実施しましたのでお知らせします。 

 

1. 組織改正について 

 

(1) コミュニティチャンネル本部の再編・改称 

当社グループ全体の地域とのつながりをより一層強化するため、コミュニティチャンネル本部を再編し、同本

部の名称を「コミュニティチャンネル本部」から「地域メディア本部」に改称する。 

 

a. 「地域コミュニケーション部」の新設 

地域とのコミュニケーションを更に活性化させ、お客さま接点の強化や地域行政との良好な関係構築を図るこ

とを目的に J:COM 各局に新たに配置した「地域プロデューサー」を統括する部署として、「地域コミュニケーシ

ョン部」を新設する。これに伴い、従来、複数部署にまたがっていた地域コミュニティ支援活動業務を、同部に

移管する。 

 

b. 「J:COMテレビ部」と「J:COMチャンネル部」の統合  

「J:COM テレビ部」と「J:COM チャンネル部」を統合し、「コミュニティチャンネル部」とする。「J:COM チャンネ

ル」は地域に徹底的にこだわるチャンネルとして、一方「J:COM テレビ」は地域発全国チャンネルとして、各チ

ャンネルのコンセプトを明確にした上で一体運営を行い、メディア力向上を図る。 

 

(2) 情報システム本部の再編 

 

a. 「プロジェクト推進部」「システムインフラ部」の新設 

大規模な開発案件、ならびに新システム開発案件に関して、機動的な開発プロジェクト推進体制を構築するた

め、「プロジェクト推進部」を新設する。社内ネットワークやシステムインフラに関する維持・運用業務を行うた

め、「システムインフラ部」を新設する。 

 

b. 「JCNシステム運用部」「システム統括部」の廃止 

旧JCN局への基幹システム導入完了に伴い当初の役割が終了したため、「JCNシステム運用部」を廃止する。

「システム統括部」が所管していた業務を、「システム企画部」と「システムインフラ部」に移管し、「システム統

括部」を廃止する。
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2. 人事異動 

 

※ 社名のないものは㈱ジュピターテレコムの役職です。 

 

氏名 新職 （7月 1日付） 旧職 

田口 和博 上席執行役員 渉外担当役員 
上席執行役員 渉外担当役員 

兼 渉外部長 

福岡 克記 渉外部長 ― 

岡田 壮祐 情報システム本部長 
情報システム本部長 

兼 システム統括部長 

藤川 勝博 情報システム本部 副本部長 
情報システム本部 副本部長 

兼 システム運用部長 

藤井 義史 システム運用部長 システム開発部長 

正岡 俊 システムインフラ部長 JCNシステム運用部長 

岡田 浩一 プロジェクト推進部長 JCNシステム運用部 副部長 

清水 浩一 システム開発部長 システム運用部 副部長 

櫻井 俊一 

エンタテインメント事業推進室長 

兼 ㈱ジュピタービジュアルコミュニケーションズ 

代表取締役社長 

兼 ㈱エニ― 代表取締役社長 

兼 ㈱日本音声保存 代表取締役社長 

兼 ㈱東京シーディーセンター 代表取締役社長 

エンタテインメント事業推進室長 

兼 キャラクター事業部長 

兼 ㈱ジュピタービジュアルコミュニケーションズ 

代表取締役社長 

村田 宏 キャラクター事業部長 J:COMテレビ部長 

髙平 太 地域メディア本部長 
コミュニティチャンネル本部長 

兼 J:COMチャンネル部長 

植木 敦子 地域コミュニケーション部長 関東メディアセンター長 

久保田 精一 コミュニティチャンネル部長 J:COMチャンネル部 副部長 

 

ジュピターテレコムについて http://www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（本社：東京都千代田区）は、1995 年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給事

業統括運営会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州エリアの29社74局（2015年4月1日時点）を通じて

約505万世帯のお客さまにケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話等のサービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設

工事が済み、いつでも加入いただける世帯）は約1,945万世帯です。番組供給事業においては、17の専門チャンネルに出資及び

運営を行い、ケーブルテレビ、衛星放送、IP マルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業を統括しています。

※上記世帯数は2015年3月末現在の数字です。 

 

 


